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1.はじめに
平成 13 年 10 月発布の免震関連告示により、これま
で大臣認定のみであった免震設計ルートが３つに拡張
された。いわゆる“4 号建物ルート”，“限界耐力法ル
ート”，“時刻歴計算ルート”である。このうち 4 号建
物ルートを除いては基盤の加速度応答スペクトルとし
て地震動が与えられ、建設地の表層地盤による増幅を
考慮することになっている。
戸建て免震住宅でボーリング等の地盤調査を行うの
はコスト負担が大きく、かといって近隣の地盤データ
が入手できる確証はない。限界耐力法ルートで用意さ
れている調査の要らない表層地盤増幅簡略法では、免
震の長周期域で一律 2.025 倍（安全限界時第２種地盤）
の増幅率であり、応答変位はかなり大きく、敷地に余
裕のない戸建て免震では対応が難しい。
また、地盤データが入手できた場合にも、限界耐力
法ルート増幅率 Gs 精算法（以下告示 Gs 法）では固有
値解析，収束計算が必要で、応答スペクトル法での応
答算定においても、設定する設計限界変位での等価周
期は長め，従って Gs 値は小さめの評価になり、収束
計算により安全率を確認しておきたい。他の解析法に
よる地盤増幅では、時刻歴解析による応答確認が必要
であり、いずれも早期の免震化設計判断が難しい
そこで本報では、戸建て免震周期帯における地盤周
期と表層増幅率の関係に着目して簡易な表層増幅式を
示し、次報(その２)の応答算定法とあわせて早期に免
震化判断が可能な応答評価法を提案していく。
2.表層地盤増幅法比較
表層地盤増幅では SHAKE 等 1)2)の等価線形化法がよく
使われるが、ここでは公表されている 30 サイトの地盤
情報 3)4)を用いて告示 Gs法 5)，等価線形化法 2)，逐次
積分法 6)による地表面スペクトルの比較を行った。基
盤スペクトル及び表層地盤のひずみ依存性については
限界耐力法施行令告示の値を用いている。
図 1には地盤周期の異なる３地点での比較を示した。
いずれも戸建て免震周期帯である２～５秒ではスペク
トルが落ち着き、告示 Gs 法がほぼ包絡していると言
える。
3.簡易増幅式の提案
図 2は 30サイトの告示 Gs法による増幅スペクトル
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図 1.表層増幅式による地表面スペクトル比較

図 2.告示 Gs法 表層地盤増幅スペクトル集計
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の一覧である。各地層の最大ひずみはいずれも 0.7％
以下であった。
免震周期帯での増幅率は地盤周期が長い程大きくな

る傾向があり、図 3 のように地盤周期を横軸にとり増
幅率をプロットしてみると建物周期２～５秒に強い相
関があるのが分かる。建物周期を組み込んでこの相関
を関数化したものが下式である。

図３中にはこの関係を一点鎖線で示している。
4.まとめ

限界耐力法の表層地盤増幅精算法シミュレーション
により、地盤周期のみを用いた戸建て免震用簡易表層
地盤増幅式を提案した。微動計測や、例えば図 4 のよ
うに工学的基盤の深さとの関係から地盤周期を設定す
ることで、提案式を用いて表層地盤増幅率が求まり、
次報(その２)の計算法などにより免震応答の推定が可
能となる。
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図 4.工学的基盤深さ-地盤周期関係

図 3.地盤周期-表層地盤増幅率関係
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